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国分寺町土地改良区定款 

第１章  総  則 

(目 的) 

第 1 条 この土地改良区は、農業生産の基盤の整備及び開発を図り、もって農業の生産性

の向上、農業総生産の増大、農業生産の選択的拡大及び農業構造の改善に資することを

目的とする。 

(名称及び認可番号)   

第２条 この土地改良区は、国分寺町土地改良区という。 

２ この土地改良区の認可番号は、香川第２９１号である。 

(地 区) 

第 3 条 この土地改良区の地区は、高松市国分寺町全域及び綾川町畑田地域の一部の田畑

(その地域内にある土地のうち、土地原簿の記載に係る土地以外の土地を除く。)とする。 

(事 業) 

第４条 この土地改良区は、土地改良事業計画、定款及び規約の定めるところにより、次に

掲げる土地改良事業を行う。 

一 地区内に係るため池及びこれに伴うかんがい施設の維持管理と新設改良 

二 地区内に係る農業用排水路及び農業用道路の維持管理と新設改良 

三 地区内の圃場整備 

 四 地区内に係る農地及び農業用施設の災害復旧 

２ この土地改良区は前項第一号及び第二号の事業に附帯し、その事業を害しない範囲内

で当該施設を他の目的に使用させることができる。 

（事務所の所在地） 

第５条 この土地改良区の事務所は高松市国分寺町新居に置く。 

(公告の方法) 

第６条 この土地改良区の公告は、事務所の掲示場及びこの土地改良区の地区に属する市 

町の事務所の掲示場に掲示してこれをする。 

２ 前項の公告の内容は、必要があるときは、書面をもって組合員に通知するものとする。 

 

第２章  会   議 

(総代会) 

第７条 この土地改良区に総会に代わるべき総代会を設ける。 

(総代の定数) 

第８条 総代の定数は、４５人とする。 
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(総代の選挙) 

第９条 総代は、組合員が総代会外において選挙する。 

２ この定款に定めるもののほか、総代の選挙に関し必要な事項は、附属書総代選挙規程

で定める。 

(総代の任期) 

第１０条 総代の任期は、４年とし、総選挙により選挙された総代の就任の日から起算す

る。ただし、土地改良法（以下「法」という。）第 23条第４項において準用する法第 29

条の３第１項の規定による改選並びに法第 136 条の規定による選挙又は当選の取消しに

よる選挙によって選挙される総代の任期は、退任した総代の残任期間とする。 

２ 前項ただし書に規定する選挙が、総代の全員にかかるときは、その任期は、前項ただ

し書の規定にかかわらす４年とし、その就任の日から起算する。 

(総代の失職) 

第１１条 総代がその被選挙権を失ったときは、その職を失う。 

(通常総代会の時期) 

第１２条 この土地改良区の通常総代会の時期は、毎事業年度１回３月とする。 

 (組合員の請求による会議招集）) 

第１３条 組合員が、総組合員の５分の１以上の同意を得て、会議の目的である事項及び

招集の理由を示して、書面により総代会の招集を請求したときは、理事は、その請求が

あった日から 20日以内に総代会を招集しなければならない。 

（議決方法の特例等） 

第１４条 総代会においては、定款の変更、土地改良事業計画の設定、変更、土地改良事

業の廃止、役員の改選、規約の設定、変更及び廃止、合併並びに解散その他重要な事項

を除いて、急施を要することが明白である事項に限り、あらかじめ通知した事項以外の

事項であってもこれを議決することができる。 

 

第１５条 経費の収支予算を議案の全部又は一部とする総代会を招集して、総代の半数以

上の出席がないため、さらに２０日以内に同一の目的で招集された総代会の議事は、経

常経費の収支予算並びにこれに伴う賦課金及び夫役現品の賦課徴収の時期及び方法に限

り、総代の３分の１以上が出席し、その議決権の過半数で決することができる。 

(議長) 

第１６条 総代会の議長は、出席した総代のうちから当該総代会で選任する。 

 

第３章 役  員 

(役員の定数) 

第１７条 この土地改良区の役員定数は、理事１０人及び監事４人とする。 
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２ 前項の監事定数のうち、1人は法第 18条第６項各号の全てに該当する者とする。 

(役員の選任) 

第１８条 役員は、総代が総代会において選任する。 

２ この定款に定めるもののほか、役員の選任に関し必要な事項は、附属書役員選任規程

で定める。 

第１９条 理事は、理事長１人を互選するものとする。 

第２０条 理事長は、この土地改良区を代表し、理事会の決定に従って業務を処理する。 

２ 理事は、あらかじめ理事の互選によって定められた順位に従い、理事長に事故がある

ときはその職務を代理し、理事長が欠員のときはその職務を行う。 

(事務の決定) 

第２１条 この土地改良区の事務は理事の過半数により決するものとする。ただし、規約

の定めるところにより、軽易な常務については、理事長の決するところによる。 

(監事の職務) 

第２２条 監事は、少なくとも毎事業年度２回この土地改良区の業務及び財産の状況を監

査し、その結果につき総代会及び理事会に報告し、意見を述べなければならない。 

２ 監査についての細則は、監事がこれを作成し、総代会の承認を受けるものとする。 

(役員の任期等) 

第２３条 役員の任期は４年とし、その就任の日から起算する。ただし、法第２９条の３

第１項及び法第１３４条第２項の規定による改選、法第１３６条の規定による議決の取

消による選任並びに補欠選任によって選任される役員の任期は、退任した役員の残任期

間とする。 

２ 前項ただし書に規定する選任が、役員の全員にかかるときは、その任期は、前項ただ

し書の規定にかかわらず４年とし、その就任の日から起算する。 

(役員の失職) 

第２４条 理事又は監事がその被選任権を失ったときは、その職を失う。 

 

 

 

第４章 経 費 の 分 担 

(経費分担の基準) 

第２５条 第４条第１項第１号の事業に要する経費に充てるための賦課金及び夫役現品は、

予算の定めるところにより、当該事業の施行に係る土地につき地積割に賦課する。 

２ 第４条第１項第２号の事業に要する経費に充てるための賦課金及び夫役現品は、予算

の定めるところにより、当該事業の施行に係る土地につき各区域ごとに地積割に賦課す

る。 
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３ 第４条第１項第３号の事業に要する経費に充てるための賦課金及び夫役現品は、予算

の定めるところにより、当該事業の施行に係る土地につき、各区別に規約に基づいて定

める土地の地積に比例して賦課する。ただし、換地処分の公告のあった後においては、

当該換地処分に係る換地計画において定められた換地交付基準地積に比例して賦課する。 

４ 第４条第１項第４号の事業に要する経費に充てるための賦課金及び夫役現品は、予算

の定めるところにより、当該事業の施行に係る土地につき、地積割に賦課する。 

５ この土地改良区の所属する団体の事業に要する経費に充てるための賦課金は、予算の

定めるところにより、当該事業の施行に係る土地につき地積割に賦課する。 

６ 前５項の規定にかかわらず各事業に共通する土地改良区の運営事務費に要する経費に

充てるための賦課金は、この土地改良区の地区内にある土地のすべて及び事業の施行に

係る土地につき地積割に賦課する。 

 (分担金の負担) 

第２６条 この土地改良区は法第９１条の規定に基き県営土地改良事業の分担金を負担す

るものとする。 

２ 前項の分担金に充てるための賦課金は、当該事業の施行に係る土地について地積割に

賦課する。 

(賦課徴収の方法) 

第２７条 前２条の規定による賦課金及び夫役現品の賦課徴収の時期及び方法並びに夫役

現品の金銭換算の基準は総代会で定める。  

(夫役の履行) 

第２８ 夫役を賦課された者は、その便宜に従い、本人自らこれにあたり、又は代人をも

ってこれを履行することができる。 

２ 前項の規定による履行については、金銭をもって代えることができる。 

 (特別徴収金) 

第２９条 法第３６条の３の規定に基づく特別徴収金は、土地改良法施行令第４７条の規

定に該当する場合において当該返還すべき補助金等の額に相当する額を徴収する。 

第３０条 この土地改良区は、法第９１条の２の規定に基づき、県営土地改良事業に係る

特別徴収金を負担する。 

２ 前項の場合には、当該特別徴収金に充てるため、その特別徴収金の原因となった行為

をした組合員から、当該特別徴収金に相当する額を徴収する。 

（督促） 

第３１条 法第３９条の規定に基づく督促は、その納付期限後６０日以内に督促状を発し

てこれをするものとする。 
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(過怠金) 

第３２条 第２５条、第２６条、第２８条、第２９条、第３０条の規定により賦課された

賦課金又は夫役現品につき、これを滞納し、又は定期内に履行せず、若しくは夫役現品

に代わるべき金銭を納めない場合には、その滞納の日数に応じて金１００円につき１日

金４銭の延滞金並びに督促状を発した場合には督促手数料１００円を過怠金として徴収

する。 

２ 前項の滞納金又は過怠金を市が処分する場合には、さらにその徴収金額の１００分の

４に相当する額を過怠金として徴収する。 

３ 前２項の過怠金は、特別の事由があると認める場合に限り、理事会の決定によりこれ

を減免することができる。 

 

第５章 雑   則 

(係及び委員会) 

第３３条 この土地改良区の事務を分掌させるため、規約の定めるところにより、理事会

の補助機関として係を置くことができる。 

２ この土地改良区の事業の運営を公正かつ適切にするため、規約の定めるところにより

理事会の補助機関として委員会を置くことができる。 

３ 理事会は、前２項に規定する各係又は各委員会ごとに担当理事を定める。 

(加入金) 

第３４条 新たにこの土地改良区の地区に編入される土地があるときは、その土地につき

加入金を徴収する。 

２ 前項の加入金の額は、この土地改良区の設立当初から当該土地が加入する年度までの

第２５条第６項に規定する賦課金の総額の範囲内において、総代会の議決により定める。 

(賦課金以外の徴収金についての過怠金) 

第３５条 前条の規定による加入金、法第４２条第２項の規定による決済により徴収すべ

き金銭、法第５３条の８第２項の規定により徴収すべき金銭、同条第３項の規定により

徴収すべき仮清算金及び換地計画において定める清算金については、第３２条の規定を

準用する。 

 

(基本財産) 

第３６条 この土地改良区に基本財産を設けることができる。 

２ 前項の基本財産の設定、管理及び処分に関しては、規約で定める。 

(財産の分配の制限) 

第３７条 この土地改良区の財産については、解散(合併の場合を除く。)のときでなければ

組合員に分配することができない。 
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(事業年度) 

第３８条 この土地改良区の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 

(電磁的方法) 

第３９条 この定款の規定により、書面を交付することとされる通知その他の行為につい

ては、規約の定めるところにより、書面の交付に代えて、電磁的方法により行うことが

できるものとする。 

 ２ この定款の規定により、作成、保存又は縦覧を行う書面については、規約の定める

ところにより、書面に代えて、電磁的方法により行うことができるものとする。 

第４０条 この土地改良区の管理運営に必要な事項は、この定款に定めるもののほか、規

約で定める。 

 

附 則 

この定款は、平成１９年３月１６日 ( 知事の認可日 ) から施行する。 

 

附 則 

この定款の一部改正は、平成２３年５月３０日 ( 知事の認可日 ) から施行する。 

 

附 則 

この定款の一部改正は、令和 4 年 4 月 5 日 ( 知事の認可日 ) から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 


